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作成年月 ； 平成１５年８月
担当課室名；産業再生課 産業組織課 産業資金課
決 裁 者；石黒 憲彦 日下部 聡 北川 慎介

平成１６年度 事前評価書

産業活力再生支援・事業再生支援施 策 名

（○問題と考える現状をどういう状態にしたいのか。１．施策の目的
○施策が何を対象として、何を達成しようとするものなのか。）

・我が国産業の活力の再生を図るため、個々の事業者が行う事業再構築、共同事業再編、経

営資源再活用、事業革新設備導入への取組を円滑化するための支援を行う。

（注）平成14年度事後評価結果を踏まえ、要件の見直しを行ったことにより、本年度事前評価よ

り施策名を修正。

（○国民や社会のニーズ、○より上位の行政目的に照らした妥当性、○公益性・市２．施策の必要性
場の失敗、○官民の役割分担、○国と地方の役割分担、○民営化・外部委託の可否、○緊要性の有
無、○他の類似施策、○廃止・休止の可否＜継続＞）

＜背景＞

・バブル崩壊後、１９９０年代の我が国経済は、一時的に持ち直しの動きがみられたものの、長

期にわたって低迷し、２０００年代に入ってからも、米国をはじめとした世界経済の先行き懸念や

株価の低迷など景気の先行きを巡る環境は不透明さを増してきた。これに加えて、不良債権問

題等による金融機能の低下と株安を通じた心理的効果がマクロ経済に悪影響を与えてきた。

・このようなことを踏まえて、不良債権処理の加速化を図るとともに、借り手側である産業サイド

の経営改革と不採算企業の整理統合再編を通じた産業再生をさらにもう一段加速化し、金融再

生・産業再生の一体となった取組により、不良債権処理と産業再生に向けた確たる道筋を示す

ことが求められている。

・産業サイドにおいては、依然として、過剰債務、過剰設備、過剰雇用という三つの過剰が解消さ

れたとは言い難く、過剰供給構造や過剰債務の問題が未だ解消されていない状況である。

・また、金融サイドにおいては、不良債権処理の進展に伴う民間金融における与信余力の低下

や機関投資家の適切なリスクテイクや参加が不十分であることによる資本市場の機能低下と

いった課題があり、適切な資金供給がなされていない状況にある。

＜行政関与の必要性＞

・産業競争力強化対策の大きな柱である「事業再構築のための環境整備」を図るため、平成11

年10月に産業活力再生特別措置法を制定し、我が国企業の選択と集中を促進し、経営資源の

効率的な活用を通じた生産性の向上を図ってきたところであり、平成15年３月31日までに204件

を認定し、一定の成果をあげてきたところである。

・いわゆる経営資源の「選択と集中」によって生産性を高め、利益率の高い経営を行おうという動

きはグローバル競争に直面する一部企業においては始まっているが、特に日本企業をユーザー

としてきたサプライヤー産業等においては、「横並び体質」による製品や事業プロセスの絞り込み

の遅れや、外部のステークホルダーからの「ガバナンスの欠如」により、不採算部門からの撤退

などの痛みを伴う事業再構築が十分に進まない状況が存在する。しかし、こうした産業群は付加

価値の中心が加工組立から戦略部品・技術に移転する傾向が強まる中で、その再強化が不可
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欠な産業群でもあり、市場競争を通じた調整が遅れることによって日本全体の産業競争力を弱

めてしまう恐れがある。

・こうした観点から、採算性が悪く、過剰設備、過剰債務、過剰雇用の重荷から大胆な事業再構

築の意志決定が難しい場合には、国としては単なる事業再構築支援から、産業全体の生産性向

上、競争力向上に寄与する産業再編に対して、積極的に支援策を講ずることが不可欠であると

考えられる。

・今後、我が国企業がグローバルな競争に打ち勝っていくためには、「企業レベルの選択と集中」

から「国民経済レベルの選択と集中」に重点を移し、大胆な事業再構築と産業再編を加速化す

る、すなわち、①過剰供給構造の解消のための産業再編の促進、②過剰債務企業が抱える優

良な経営資源の再生、③企業の「選択と集中」の徹底による生産性の向上、④イノベーションの

促進と国内開発生産拠点の高付加価値化を図らなければならい。

・したがって、平成15年４月９日に改正産業活力再生特別措置法を施行し、事業再構築計画に

加え、共同事業再編計画、経営資源再活用計画、事業革新設備導入計画を追加し、引き続き、

我が国の産業再生に取り組んでいるところである。

・本施策においては、産業再生法に基づく事業再構築への取組の円滑化のための金融面・税制

面における支援事業をはじめ、同法の認定対象ではないものの経営資源を効率的に活用する

取組について支援事業を行う。

・また、不良債権の集中処理機関においては、政策金融機関の有するリスクテイク能力やノウハ

ウを活用することで、民間金融機能を最大限引き出すこととし、民間金融主体における不動産担

保に代わる新たな金融手法への取り組みや、様々な担い手による信用リスクの転換や移転を通

じたリスクシェアを支援・促進する。

目標、指標、モニタリング方法、達成時期、評価時期、外部要因など３．施策の概要、
（○コスト、○これまで達成された効果、今後見込まれる効果、○効果の発現が見込まれる時期、○目標
達成状況に影響しうる外部要因等）

(0)施策全体

①目標（目指す結果、効果）；

我が国に存する経営資源の効率的な活用を通じて生産性の向上を実現して、我が国産

業の活力の再生を速やかに実現するため、政策金融及び税制等による支援を行う。

併せて、民間金融の再生につなげるため、その機能を引き出す方向で、政策金融を活用

する。

②指標；

１）産業活力再生支援（政策金融・税制）

・生産性向上等の達成状況

毎事業年度終了後３ヶ月以内に主務大臣に対して提出が義務付けられている実施状況

報告書において各認定企業が使用している指標（我が国産業の活力の再生に関する基本

的な指針）について、その改善状況を確認する。

２)投資事業再生・流動化促進（政策金融）

・投資事業再生等の達成状況

本制度の投資対象になっている創業段階や事業再生段階の事業について上場や事業

売却をはじめ再成長に向けた事業の状況など、未公開企業の円滑な成長・発展過程につ

いて検証する。併せて、未公開株式の流通状況（件数・金額）を確認する。
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３）事業再生支援（政策金融）

・事業再生金融の達成状況

民間金融機関が、自律的に法的整理手続又は「私的整理に関するガイドライン」に沿って

行われる私的整理を通じて事業の再生を実施する者に対して行う、事業再生の実施に必要

な非設備資金、設備資金及び事業買取資金の融資の件数等を確認する。

４）事業構造改革促進（政策金融）

・事業構造の抜本的改革の達成状況

本制度を活用して事業構造の抜本的改革に取り組んでいる事業者の件数や融資総額、

一般的な事業構造改革の達成状況を確認する。

５）事業資金供給手法多様化（政策金融）

・多様な金融手法導入の達成状況

本制度の活用状況（件数、総額、金融手法の多様性）の他、民間金融機関における財務

制限条項付きの融資や動産担保融資などの達成状況を確認する。

６）金融・資本市場活性化

・市場とのリスク分担の進展状況

本制度を活用した、民間金融主体のリスク資産流動化案件の動向、政策投資銀行自体

の貸出資産の流動化案件の動向など、証券化・流動化の進展状況を確認する。

③施策の概要；

１）産業活力再生支援（政策金融・税制）

(ｲ)事業再構築計画

既存事業が中核事業への「選択と集中」を通じ、企業全体の生産性向上を図る計画。

(ﾛ)共同事業再編計画

過剰供給事業において複数事業者が共同で事業集約、縮小・廃止を通じ事業の効率性

向上を図る計画。

(ﾊ)経営資源再活用計画

既存企業において有効に活用されていない経営資源を活用して当該事業分野の効率性

向上を図る計画。

(ﾆ)事業革新設備導入計画

研究開発と一体となった実証一号機設備を中核とする製造拠点を国内に整備する計画。

２)投資事業再生・流動化促進（政策金融）

創業段階、再生段階の企業に第２の成長機会を提供するため、既存の投資家から株式

を買い取るファンドの組成に対する日本政策投資銀行の投融資制度。

３）事業再生支援（政策金融）

法的整理手続又は「私的整理に関するガイドライン」に沿って行われる私的整理を通じて

事業の再生を実施する者に対して行う日本政策投資銀行の投融資制度。

４）事業構造改革促進（政策金融）

事業構造の抜本的改革に取り組んでいる事業者に対する融資制度。

５）事業資金供給手法多様化（政策金融）

民間金融機関と協調して、動産等を担保として評価する仕組みや、経営財務の状況を

融資条件に継続的に反映する仕組みなど、多様な手法を活用して融資を行う日本政策投

資銀行の投融資制度
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６）金融・資本市場活性化(政策金融)

日本政策投資銀行自身も含めた、金融機関等による資金供給の円滑化や資本市場の

活性化のため、日本政策投資銀行がその保証機能等を活用してリスクの軽減等を実施す

る制。度

④目標達成時期；平成１９年度

⑤中間・事後評価時期；平成１９年度

⑥目標達成状況に影響しうる外部要因など考慮すべき事項；

マクロ経済ショック（通貨危機の発生や、財政危機による金利の急上昇、金融システムを

巡る状況等）や、取引先企業や影響力の大きな企業の経営破綻、会計制度の変更、風評

被害等による信用力の低下など、目標設定時に想定し得ず、当該企業としては不可抗力と

言えるもの。

(１)産業活力再生支援（政策金融）

①説明；

事業者が実施する事業再構築、共同事業再編、経営資源再活用及び事業革新設備導入を

金融面から支援することにより生産性を向上させ、我が国産業の活力の再生を速やかに実現

する。平成１５年度より従来の事業再構築支援から産業活力再生支援へと名称変更。

対象事業；

・事業再構築支援

産業活力再生特別措置法に基づく認定事業再構築事業者等が実施する新商品の開発・

生産、新役務の開発・提供、新生産方式の導入及び新取引方式の導入又は認定事業再構

築事業者等が行う事業集約化。

・共同事業再編支援

産業活力再生特別措置法に基づく認定共同事業再編事業者等が実施する共同事業再

編事業。

・経営資源再活用支援

産業活力再生特別措置法に基づく認定経営資源再活用事業者等が、他の事業者から事

業を承継し、当該事業に係る当該他の事業者の従業員の知識及び技能、設備、技術等経

営資源を活用することにより、当該事業の生産性の向上に資する事業。

・事業革新設備導入支援

産業活力再生特別措置法に基づく認定事業革新設備導入事業者等が行う事業革新設

備の導入。

上記のうち、共同事業再編支援、経営資源再活用支援、更に、事業再構築支援に関して

は、産業活力再生特別法に則った事業についてファンド出資を行う。

②目標（目指す結果、効果）；

政策金融により支援を行うことで、産業活力再生特別措置法に基づき経営資源の有効活用

を図ることにより生産性の向上を目指す事業者の取組を活性化させる。

③指標；

・融資件数

（参考）事業再構築支援

平成１４年度末における融資実績は以下の通り。

○事業革新円滑化 ２１件
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○事業構造変更円滑化 １８件

○経営資源活用事業 １件

○経営資源有効活用支援 １件

計 ４１件（平成１４年度末時点の全認定件数は２０４件）

・生産性向上等の達成状況

毎事業年度終了後３ヶ月以内に主務大臣に対して提出が義務付けられている実施状況

報告書において各認定企業が使用している指標（我が国産業の活力の再生に関する基本

的な指針）について、その改善状況を確認する。

④モニタリング方法；

日本政策投資銀行から聴取するとともに、個々の案件ごとの事業内容を勘案し、一定期間

経過後、現地実査及び資金使途の確認等により、個別案件の制度要件適格性等、事業の実

施状況を検証する。

⑤目標達成時期；平成１９年度

⑥行政改革（特殊法人改革、公益法人改革など）との関連；

「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」（平成14年12月17日

閣議決定）を踏まえたものとなっている。

＜融資割合等＞

金融機関名 開始年度 融資割合 融資限度額 主な対象者

産業活力再生特別措置法に日本政策投資銀行 平成１１年度 ５０[％] なし

基づく認定事業者等

貸付利率 貸付期間 総融資額（実績） 総融資件数（実績）

政策金利Ⅱ ※１ 原則１５年以内※２ １，９０２［億円］ ４１［件］

※１ ただし、産業活力再生特別措置法に基づく認定を受けた事業再構築計画または共同事業再編計画、経営資

源再活用計画、事業革新設備導入計画に基づくものについては、超低利（政策金利Ⅱ－（政策金利Ⅱ×１／１０））

※２ 設備の耐用年数に応じて個別に対応

(２)産業活力再生支援（税制）

①説明；

事業の「選択と集中」を通じた企業の生産性向上に向けた取組を促すため、産業活力再生

特別措置法に基づく「事業再構築計画」「共同事業再編計画」「経営資源再活用計画」「革新

設備導入計画」※の認定を受けた事業者に対して、以下に掲げる税制措置を講じることによ

り、事業再構築等を通じた個々の事業者の経営基盤強化を促す。

※「事業革新設備導入計画」は「革新的新規設備の特別償却」の措置のみ。

［税制措置］

・登録免許税の軽減（認定事業者が計画認定日より１年以内に行う会社の設立、資本の増

加、不動産の所有権移転等の登記に係る登録免許税を軽減する。）

・欠損金の繰越期間の延長（施設の撤去又は設備の廃棄によって生じた設備廃棄時の欠損

金（廃棄費用、再就職あっせん費用等）の繰越期間を５年から７年に延長する。）

・欠損金の繰戻還付の不適用の除外（施設の撤去又は設備の廃棄によって生じた設備廃棄

時の欠損金（廃棄費用、再就職あっせん費用等）について繰戻還付を前１年認める。）

・共同で現物出資した場合の課税特例（認定計画に係る他の事業者と共同で１００％現物出

資（各事業者の出資比率は２０％以上）することにより法人を設立した場合において発生す
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る譲渡益の圧縮記帳を認める。）（共同事業再編計画のみ対象）

・革新的新規設備（実証一号機）の特別償却（特定の革新設備について、最大４０％の特別

償却を認める）

・不動産取得税の減額措置（対象者が、営業の譲渡・譲受に伴って取得する不動産に係る不

動産取得税の減額を認める。）

②目標；

税制措置による支援を講ずることにより、産業再生法に基づき経営資源の有効活用を図る

ことにより生産性向上を目指す事業者の取組を活性化させる。

③指標（目指す結果、効果）；

・適用件数

（参考）

平成１５年３月現在における ２０４件（計画ベース）

（内訳） 事業革新設備の特別償却 ９件

長期保有資産の買換特例 ３件

共同出資会社設立の場合の

現物出資に係る課税の特例 １件

欠損金の繰越期間の延長 ７件

欠損金の繰戻し還付の特例 ０件

登録免許税の軽減 １７７件

不動産取得税の特例 ８件

・生産性向上等の達成状況

毎事業年度終了後３ヶ月以内に主務大臣に対して提出が義務付けられている実施状況

報告書において各認定企業が使用している指標（我が国産業の活力の再生に関する基本

的な指針）について、その改善状況を確認する。

④モニタリング方法；

認定事業者等が計画の実施機関の各事業年度終了後において報告する実施状況報告書

により、計画の進捗状況を確認する。

⑤目標達成時期；平成１９年度

⑥行政改革（特殊法人改革、公益法人改革など）との関連；なし

＜税目等＞

税 目 創設年度 適用期限 主な対象者

登録免許税の軽減 産業活力再生特別措置法の認定を平成１１年度 ２０年３月３１日

受けた事業者

減税見込額（平成１５年度） 総減税額（１５年度減税見込額を含む実績）

２３ ［億円］ ８７ ［億円］

税 目 創設年度 適用期限 主な対象者

欠損金の繰越期間の 産業活力再生特別措置法の認定を平成１１年度 １７年３月３１日

で、同法第１７条第２延長 受けた事業者

項・第３項の確認を受けた者

減税見込額（平成１５年度） 総減税額（１５年度減税見込額を含む実績）

１［億円］ ７ ［億円］
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税 目 創設年度 適用期限 主な対象者

欠損金の繰戻還付の 産業活力再生特別措置法の認定を平成１１年度 １７年３月３１日

で同法第１７条第２項・不適用の除外 受けた事業者

第３項の確認を受けた者

減税見込額（平成１５年度） 総減税額（１５年度減税見込額を含む実績）

２［億円］ ２ ［億円］

税 目 創設年度 適用期限 主な対象者

共同で現物出資した場 産業活力再生特別措置法の認定を平成１１年度 １７年３月３１日

で、同法第１７条第１合の課税の特例 受けた事業者

項の確認を受けた者

（「共同事業」再編計画のみ対象）

減税見込額（平成１５年度） 総減税額（１５年度減税見込額を含む実績）

１［億円］ ４ ［億円］

税 目 創設年度 適用期限 主な対象者

革新的新規設備（実証 産業活力再生特別措置法の認定を平成１５年度 １７年３月３１日

一号機）の特別償却 受けた事業者

減税見込額（平成１５年度） 総減税額（１５年度減税見込額を含む実績）

１１３［億円］ １１３ ［億円］

税 目 創設年度 適用期限 主な対象者

不動産取得税の軽減 産業活力再生特別措置法の認定を平成１１年度 １７年３月３１日

措置 受けた事業者

減税見込額（平成１５年度） 総減税額（１５年度減税見込額を含む実績）

１［億円］ ４ ［億円］

(３)投資事業再生・流動化促進（政策金融）＜新規＞

①説明；

民間投資家等が、ファンドの組成等を通じて、ベンチャーキャピタル、プライベート・エクイ

ティ・ファンド、事業会社、金融機関等から未公開企業の株式を買い取り、当該企業に対して

適切な経営・技術に係る支援を行い事業再生・経営改善を促す事業について、必要な資金を

日本政策投資銀行が出資する。

②目標（目指す結果、効果）；

投資事業再生・流動化促進ファンドが未公開株式を購入することにより①非上場企業株式

の流通市場の呼び水効果、②事業提携・技術提携や事業統合等による事業・産業の再編を

促進、③事業会社や金融機関のバランスシート(保有資産)のリストラ、等を図る。

③指標；

・投資事業再生等の達成状況

本制度の投資対象になっている創業段階や事業再生段階の事業について上場や事業

売却をはじめ再成長に向けた事業の状況など、未公開企業の円滑な成長・発展過程につ

いて検証する。

・未公開株式の流通状況

民間投資家と日本政策投資銀行とで共同で行われる出資の動向（件数・金額）等を確認

するなど、未公開株式市場の流通状況を検証する。
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④モニタリング方法；

投資後の各ファンドの状況について聴取するとともに、未公開株式市場に係る実態調査を

行う。

⑤目標達成時期；平成２０年度

⑥行政改革（特殊法人改革、公益法人改革など）との関連；

「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」（平成14年12月17日

閣議決定）を踏まえたものとなっている。

＜融資割合等＞

金融機関名 開始年度 融資割合 融資限度額 主な対象者

日本政策投資銀行 平成１６年度 －[％] －［億円］ 民間事業者

貸付利率 貸付期間 総融資額（実績） 総融資件数（実績）

一般金利 － － ［億円］ － ［件］

(４)事業再生支援（政策金融）

①説明；

民事再生法、会社更生法等の司法プロセス（再建型の法的倒産処理手続）又は「私的整理

に関するガイドライン」に沿って行われる私的整理を通じて事業の再生を実施する者に対し、

日本政策投資銀行が、事業の実施に必要な非設備資金(人件費、原材料費、在庫資金等(事

業価値保全資金)）、並びに、設備資金及び事業買取資金（事業基盤整備資金）を融資する。

②目標；

事業の再生を図るため「法的整理」や「私的整理ガイドライン」に沿って行われる私的整理

等を通じた事業再生の円滑化を図る。

③指標；

・事業再生金融の達成状況

民間金融機関が、自律的に法的整理手続又は「私的整理に関するガイドライン」に沿って

行われる私的整理を通じて事業の再生を実施する者に対して行う、事業再生の実施に必要

な非設備資金、設備資金及び事業買取資金の融資の件数等。

④モニタリング方法；

日本投資銀行からの聴取及び民間金融機関に係る実態調査。

⑤目標達成時期；平成１７年度

上記指標等を鑑み、事業価値保全資金及び事業基盤整備金のうちの非設備資金について

は、民間金融機関により自立的に事業再生支援のための融資が行われるようになったことが

判明した段階で廃止する。

⑥行政改革（特殊法人改革、公益法人改革など）との関連；

「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」（平成14年12月17日

閣議決定）を踏まえたものとなっている。

＜融資割合等＞

金融機関名 開始年度 融資割合 融資限度額 主な対象者

なし事業価値保全資金

２０％ 再建型の法的手続等を活用

日本政策投資銀行 平成１３年度 して事業再生を実施する事業者

事業基盤整備資金
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５０％

貸付利率 貸付期間 総融資額 総融資件数

一般金利 なし ２１６［億円］ ２４件

(５)事業構造改革促進（政策金融）

①説明；

経済構造改革の加速化を図るためには、事業者側の新陳代謝の活発化が不可欠であるが

、一方で我が国経済の将来的な発展のために有益な素地を持つものの経営改革の遅れによ

り再生への道筋を有効に示し得ない事業者も存在している。当制度は係る事業者の抜本的な

経営改革計画実現のために必要な資金を、日本政策投資銀行が民間金融機関と協調して供

給することで、経済活性化、構造改革の推進を図るものである。

②目標（目指す結果、効果）；

経営改革の遅れが認められる事業者の抜本的な経営改革計画を支援し、その経営を回復

軌道に乗せることで、経済活性化、構造改革の推進を図る。

③指標；

・事業構造の抜本的改革の達成状況

本制度を活用して事業構造の抜本的改革に取り組んでいる事業者の件数や融資総額、

一般的な事業構造改革の達成状況。

④モニタリング方法；

日本政策投資銀行から状況聴取。

⑤目標達成時期；平成１６年度

⑥行政改革（特殊法人改革、公益法人改革など）との関連；

「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」（平成14年12月17日

閣議決定）を踏まえたものとなっている。

＜融資割合等＞

金融機関名 開始年度 融資割合 融資限度額 主な対象者

日本政策投資銀行 平成１４年度 ３０[％] －［億円］ 経営改革の遅れが認められる

（再 生 法 事業者のうち①抜本的な経営改

認 定 企 業 革により再生可能であり、また

の 行 う も ②民間のみからでは経営改革

のは40%） 実施のために必要な資金を十

分に調達できないこと、の２点を

満たすもの。

貸付利率 貸付期間 総融資額（実績） 総融資件数（実績）

一般金利 － ５ ［億円］ １ ［件］

(６)事業資金供給手法多様化（政策金融）＜新規＞

①説明；

現在の中堅企業等の資金調達環境は、景気低迷の長期化によりそれら企業の財務・収益

状況が悪化する中で、リスクマネーの供給が適切に行われていない状況にある。

その原因としては、金融機関の融資手法が従来の不動産担保に過度に依存しているため、

現在のような地価下落局面においては金融機関の与信余力が低下すること、また借り手の

事業性に着目しリスクに見合った金利による融資が行われる慣行となっていないため担保と
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なる不動産を十分保有していない事業者への資金供給が円滑になされないことが挙げられ

る。かかる状況に対し、事業者への資金供給が円滑になされるよう民間金融機関の金融仲介

機能を強化するためには、適正なリスク評価に基づくリターン確保の手法や、債権者による事

業の適時・的確なモニタリングを図るコベナンツの手法の導入、売掛債権や在庫等、多様な資

産を担保に活用する融資手法への取り組みを、促進・支援することが有効である。当事業に

おいては、かかる多様な資金供給手法への民間金融機関の取り組みを支援するため、民間

事業者への融資においてこのような手法を導入する案件については、日本政策投資銀行のリ

スクテイク能力やノウハウを活用した支援を行うものである。

②目標（目指す結果、効果）；

民間金融機関における多様な資金供給手法への取り組みを促進する。

③指標；

・多様な金融手法導入の達成状況

本制度の活用状況（件数、総額、金融手法の多様性）の他、民間金融機関における財務

制限条項付きの融資や動産担保融資などの達成状況を確認する。

④モニタリング方法；

日本政策投資銀行における利用実績の検証や民間金融機関に係る調査

⑤目標達成時期；平成１６年度

⑥行政改革（特殊法人改革、公益法人改革など）との関連；

「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」（平成14年12月17日

閣議決定）を踏まえたものとなっている。

＜融資割合等＞

金融機関名 開始年度 融資割合 融資限度額 主な対象者

日本政策投資銀行 平成１６年度 ５０[％] －［億円］ 民間事業者

（民間事業者に対して多様な資

金供給手法を活用して融資を行

う金融機関と協調融資を行う）

貸付利率 貸付期間 総融資額（実績） 総融資件数（実績）

一般金利 － － ［億円］ － ［件］

(７)金融・資本市場活性化（政策金融）

①説明；

金融機関（日本政策投資銀行を含む。）、リース会社、商社による資金供給の円滑化又は

資本市場の活性化を目的として、日本政策投資銀行が「証券化」または「保証」の手法によっ

てそれら金融機関等の有する資産のリスク部分を低減させる。

②目標（目指す結果、効果）；

金融機関、リース会社、商社といった信用供与を行っている民間金融主体の与信余力の拡

大を図ることで、多様な金融主体の事業拡大を促進し、金融資本市場の活性化・資金供給の

円滑化を図る。

③指標；

・市場とのリスク分担の進展状況

本制度を活用した、民間金融主体のリスク資産流動化案件の動向、政策投資銀行自体

の貸出資産の流動化案件の動向など、証券化・流動化の進展状況・民間金融機関により、
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自立的に行われる事業再生支援のための融資実績、政策投資銀行と民間金融機関との間

で行われる協調融資の動向等を確認する。

④モニタリング方法；

利用実績の検証と金融・資本市場の実態に係る調査

⑤目標達成時期；

平成１７年度（不良債権処理集中期間の翌年度の金融・資本市場の動向を検証する）

⑥行政改革（特殊法人改革、公益法人改革など）との関連；

「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」（平成14年12月17日

閣議決定）を踏まえたものとなっている。

＜融資割合等＞

金融機関名 開始年度 融資割合 融資限度額 主な対象者

日本政策投資銀行 平成１４年度 弾 力 的 に － 民間金融機関、商社、

取り扱う リース会社

貸付利率 貸付期間 総融資額（実績） 総融資件数（実績）

債務の保証となる場合は、 － ［億円］ ［件］

保証の料率は原則として一 （保証等実績）

般の金融情勢等に応じ、民 ２兆２４１２億円 ３件

間銀行等の保証料率等を

勘案して定める。

（○手段の適正性、○費用便益分析等効果とコストに関する分析（効率４．有効性、効率性等の評価

○マネジメントの性）（○特別要求などについては、民間需要創出効果、雇用創出効果）、○受益者負担、

）妥当性

(１）産業活力再生支援（政策金融）

（より少ないコストでの執行可能性。税制、財投、規制緩和等他の手法による代替可①手段の適正性

能性。スクラップ＆ビルドに対する考え方）；

事業再構築、共同事業再編、経営資源再活用、事業革新設備導入の円滑かつ効率的な実

施のために、初期投資負担・投資リスク等の軽減を図りつつ、民間金融の呼び水とするため、

政策金融機関による投融資を行う必要がある。

日本政策投資銀行は、総合政策金融機関として幅広い分野についての知見を有し、かつ、

個別案件に対応した判断を可能とする緻密な審査能力を有している。また、本制度は、特定

中小企業対策、貿易対策、住宅対策等にリンクしたものでないため、総合政策金融機関であ

る日本政策投資銀行の投融資として必要かつ適切である。

；②効果とコストに関する分析（効率性）

日本政策投資銀行の審査機能を活用し、案件の収益性、償還スケジュール等を精査する

などにより、償還確実性を確保している。

・効果

融資額：平成１５年３月現在 １，９０２億円（平成１１年度からの累計）

・コスト

金利はリスクを勘案した政策金利を徴収している。

③適切な受益者負担：

本投融資制度は部分的な投融資であるため、それ以外の必要額は受益者自身が用意する
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必要がある。

(２)投資事業再生・流動化促進（政策金融）＜新規＞

（より少ないコストでの執行可能性。税制、財投、規制緩和等他の手法による代替可①手段の適正性

能性。スクラップ＆ビルドに対する考え方）；

欧米に比し株式市場の成熟化が遅れている日本においては、未公開株式の流通市場が未

発達であり、流通市場の形成に向けて、日本政策投資銀行が民間投資の呼び水としてリスク

マネーを供給する必要がある。

日本政策投資銀行は、総合政策金融機関として幅広い分野の知見を有し、ファンドマネー

ジャー（ＧＰ）を審査する経験も有しており、また、本制度は、特定中小企業対策、貿易対策、

住宅対策等にリンクしたものでないため、総合政策金融機関である日本政策投資銀行の出資

制度として必要・適切である。

②効果とコストとの関係に関する分析 ；（効率性）

本件事業は、適正な審査に基づくリターン確保を前提としており、効率性は高い。

③適切な受益者負担；

本出資制度は部分出資ではあるため、それ以外の必要額は受益者自身が用意する必

要がある。

（３）事業再生支援 （政策金融）

（より少ないコストでの執行可能性。税制、財投、規制緩和等他の手法による代替可①手段の適正性

能性。スクラップ＆ビルドに対する考え方）；

近年、倒産件数は高い水準で推移しているが、事業再生の場面における貸付は、民間金

融機関から十分に供給が行われておらず、特に大企業の再生に際して必要とされる大量の資

金需要に応じきれていない。そのため、当該事業者の事業再生を支援し、民間金融機関から

融資の呼び水とするため、政策金融機関による融資を行う必要がある。

日本政策投資銀行は、総合政策金融機関として幅広い分野についての知見を有し、かつ、

個別案件に対応した判断を可能とする緻密な審査能力を有している。また、雇用効果等、経

済社会的に有用な事業の再生を支援していく観点からも、中堅企業以上を対象とする日本政

策投資銀行の投融資により支援を行うことが必要かつ適切である。

；②効果とコストに関する分析（効率性）

政策投資銀行は融資判断にあたるポイントとして、①継続をはかる事業の経済社会的有用

性及び発展可能性、地域経済への寄与の確認、②事業再生の確実性の確認、③十分な債権

保全による償還確実性の確認、④適切な情報開示及び利害関係者の意向の確認及び経営

責任と株主責任の明確化を上げている。具体的には民事再生手続や会社更生手続等上、共

益債権として優先的に弁済され、私的整理においても追加融資については優先的に弁済され

ることの確保や優良と判断できる売掛債権等の担保の取得、実現性が高く経済合理的であり

既存債権者等の利害関係者の理解が得られるような再建計画の策定及びその履行が確実に

見込まれるかについて政策投資銀行の審査機能を活かして案件を精査するなどにより、償還

確実性を確保している。

これまでのところ、貸倒に至ったケースはなく、順調に償還がなされ、かつ、金利もリスクに

応じて一般金利を徴収している。
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・効果

協調融資額：平成１５年３月現在 １５９．９億円

融資時点での雇用：平成１５年３月現在 合計２９，７９５名

・コスト

金利はリスクを勘案した一般金利を徴収しており、機会費用は発生しない。また、非分類債

権につき、貸倒引当金は設定がなく、貸倒実績額も０円である。

③適切な受益者負担：

本融資制度は１００％融資ではないため、それ以外の必要額は受益者自身が用意する必

要がある。また、融資時においてはコベナンツがつけられ受益者に対して各種の制限がなさ

れることとなる。

（４）事業構造改革促進（政策金融）

（より少ないコストでの執行可能性。税制、財投、規制緩和等他の手法による代替可①手段の適正性

能性。スクラップ＆ビルドに対する考え方）；

当制度は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」において、中堅企業等の徹

底した経営改革を推進するための融資制度整備が求められたことを受けて、特に、総合政策

金融機関として幅広い産業分野について知見を有し、かつ個別案件に対応した判断を可能と

する緻密な審査能力を有する政投銀において告示追加により長期運転資金を含む資金供給

のスキームが創設されたものであり、政投銀の投融資として行う必要性・妥当性が認められ

る。

②効果とコストとの関係に関する分析 ；（効率性）

当制度では、抜本的な経営改革計画の提出を求め、その達成可能性を精査し、大幅な経

営改善が見込まれることを前提に融資を行うこととしており、また事業者には申し出の経営改

革計画の達成状況につき、３か月毎を目途に報告を求め、当該計画の着実な実現を促す仕

組みをとるなど償還確実性は十分確保されている。当制度の金利は市場との整合性を図るた

め、民間金融機関等の金利水準を勘案し設定されるため、市場原理に即した効率性が確保さ

れている。

③適切な受益者負担；

受益者たる事業者は金融市場に即して定められる適正な費用負担を求められる。

(５)事業資金供給手法多様化（政策金融）＜新規＞

（より少ないコストでの執行可能性。税制、財投、規制緩和等他の手法による代替可①手段の適正性

能性。スクラップ＆ビルドに対する考え方）；

民間金融機関のリスクテイク能力が低下している局面において、それらの金融主体の与信

能力拡大や資金供給手法の多様化を支援するには、税や補助金に比して、政策金融のリス

クテイク能力やノウハウを活用することが、金融市場との調和を図る上では有効である。ま

た、日本政策投資銀行はプロジェクトファイナンスや知的財産権担保融資等の新手法・新分

野において先駆的役割を果たしてきた能力・実績があり、同行の活用が実効性の観点からも

有効である。

②効果とコストとの関係に関する分析 ；（効率性）

本件事業は、金融市場との調和を図るため、適正なリスク評価に基づくリターン確保を前提
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として設計されており、効率性は高い。

③適切な受益者負担；

受益者たる民間金融主体、また融資を受ける民間事業主体は金融市場における適正な費

用負担を求められることとなる。

(６)金融・資本市場活性化（政策金融）

①手段の適正性

民間金融機関のリスクテイク能力が低下している局面において、それらの金融主体の与信

能力拡大や資金供給手法の多様化を支援するには、税や補助金に比して、政策金融のリス

クテイク能力やノウハウを活用することが、金融市場との調和を図る上では有効である。ま

た、日本政策投資銀行はプロジェクトファイナンスや知的財産権担保融資等の新手法・新分

野において先駆的役割を果たしてきた能力・実績があり、同行の活用が実効性の観点からも

有効である。

②効果とコストとの関係に関する分析 ；（効率性）

本件事業は、金融市場との調和を図るため、適正なリスク評価に基づくリターン確保を前提

として設計されており、効率性は高い。

③適切な受益者負担；

受益者たる民間金融主体、また融資を受ける民間事業主体は金融市場における適正な費

用負担を求められることとなる。

５．有識者、ユーザー等の各種意見

（○各種政府決定等との関係、○会計検査院による指摘、総務省による行政評価、行政監察及び国会による警告決議等の状況を含む。）

(１）産業活力再生支援（政策金融）

・平成１４年１１月に小泉内閣総理大臣を本部長とする「産業再生・雇用対策戦略本部」におい

て、不良債権処理を加速化し産業再生と雇用対策を一体的に推進するため、企業・産業再生に

関する基本指針を策定し、産業活力再生特別措置法の抜本的改正が盛り込まれた。

(２)投資事業再生・流動化促進（政策金融）＜新規＞

・「経済財政運営と構造改革に関する基本指針２００３」において、投資ファンドに対する支援策

の改善が求められている。本事業は、投資先の未公開企業に対して適切な経営・技術に係る支

援を行い、事業再生・経営改善を促す事業を行う投資ファンドへのリスクマネーの供給であること

から、上記指針を踏まえた制度と言える。

(３）事業再生支援（政策金融）

･平成１３年４月に閣議決定された緊急経済対策においては「民事再生法、会社更生法における

企業の再建計画策定中の融資（ＤＩＰファイナンス）に関し、日本政策投資銀行において設けられ

た融資制度（事業再生融資制度）の積極的な活用を図る」とされている。

有識者に対するヒアリング調査結果は以下の通り。

・民事再生等を申し立てた企業は信用が低下することが一般的であり、そのような企業に対し新

たな融資を行うことは困難。（金融機関）

・高度な審査能力を持つ日本政策投資銀行とともに協調して融資を行うことが可能になれば、そ
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れまで取引のない企業に融資することに対する敷居が低くなり、メインバンクをもたない中堅・

大企業の資金需要に応えることが可能となるため、このような企業の事業再構築が進みやすく

なる。（金融機関）

・大規模案件の場合、一行で対応することは難しいが、シンジケーションを組むことによって融資

が行いやすくなる。（金融機関）

・現時点においては、民間金融機関の取組も十分ではないと考えられるが、将来的には民間で

主体的に取り組まれることが望ましい（弁護士）

ユーザーに対するヒアリング調査結果は以下の通り。

・メイン銀行を含めた民間銀行からＤＩＰファイナンスを受けることができない中、日本政策投資銀

行の速やかなＤＩＰファイナンス対応により、資金繰りを繋ぐことができ、事業価値を保全するこ

とができた。（ユーザー企業）

・日本政策投資銀行から民間金融機関に対するDIPファイナンスの協調対応要請により、メイン

銀行を含む民間金融機関を含めた金融機関からDIPファイナンスを受けることができた。（ユー

ザー企業）

・日本政策投資銀行からのDIPファイナンスにより、信用力の劣化を抑制することができ、申立後

も取引先・仕入先との取引を継続することができた（ユーザー企業）。

（４）事業構造改革促進融資（政策金融）

・当制度は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」において、中堅企業等の徹底し

た経営改革を推進するための融資制度整備が求められたことを受けて創設されたもの。なお、

経済財政諮問会議平成14年12月13日決定「政策金融改革について」では、当制度の適用期限

である平成１６年度までが不良債権処理集中期間として位置付けられており、金融円滑化のた

め政策金融を活用することとされている。

(５)事業資金供給機能高度化（政策金融）＜新規＞

・「政策金融改革について」（14.12.13経済財政諮問会議決定）では民間に準拠した、リスクに見

合った金利設定の導入を引き続き促進することが求められている。当事業は民間金融機関にお

いて適正なリスク評価に基づくリターン確保の手法への取り組みを促進することを目的としてお

り、金利設定は市場との整合性を図るべく民間金融機関における貸出金利等を勘案した一般金

利を適用することとしていることから、上記指摘の趣旨を踏まえた制度と言える。

(６)金融・資本市場活性化（政策金融）

・当制度においては、民間金融機関の資産のリスク部門の流動化を進めるため、スキームに応

じて日本政策投資銀行の貸付債権も流動化対象資産に組み込むこととなっており、「特殊法人

等整理合理化計画」による指摘事項（「貸付債権の流動化（証券化を含む）等を図り、残高を圧

縮するとともに、保証機能を積極的に活用する」）を十分踏まえた制度となっている。

目標、指標、達成時期、外部要因など）＜参考＞ これまでに終了した事業概要 （説明、

なし
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